
平成３０年度 

ふくしま復興・創生に向けて 

平成30年2月18日 

 福    島    県 

資料５ 

福島県復興シンボルキャラクター 
「ふくしまから はじめよう。キビタンファミリー」 



（１）安全・安心を提供する取組 
（２）農業の再生 
（３）森林林業の再生 
（４）水産業の再生 

（１）県内中小企業等の振興 
（２）企業誘致の促進 

（１）再生可能エネルギーの推進 
（２）医療関連産業の集積 
（３）ロボット関連産業の集積 

（１）農林水産物をはじめとした県産
品の販路回復・開拓 
（２）観光誘客の促進・教育旅行の回復 
（３）国内外への正確な情報発信 
（４）ふくしまをつなぐ、きずなづくり 
（５）東京オリンピック・パラリンピックを契
機とした情報発信・交流促進 

（１）津波被災地等の復興まちづくり 
（２）復興を支える交通基盤の整備 
（３）防災・災害対策の推進 

（１）県民の健康の保持・増進 
（２）地域医療等の再構築 
（３）最先端医療の提供 
（４）被災者等の心のケア 

（１）日本一安心して子どもを生み、 
    育てやすい環境づくり 
（２）復興を担う心豊かなたくましい 
    人づくり 
（３）産業復興を担う人づくり 

（１）住まいや安全・安心の確保 
（２）帰還に向けた取組・支援 
（３）避難者支援体制の充実 

（１）除染の推進 
（２）食品の安全確保 
（３）廃棄物等の処理 
（４）環境創造センター等における 
   研究の推進 
（５）廃炉に向けた安全監視 

（１）安心して暮らせるまちの復興・再生 
 ①復興拠点を核としたまちづくり 
 ②広域インフラの充実・広域連携の推進 
 ③浜通り地方の医療等の提供体制の再構築 
 ④産業・生業の再生 

（２）世界のモデルとなる復興・再生 
 ①福島イノベーション・コースト構想の推進 
 ②未来を担う、地域を担う人づくり 
 ③地域の再生を通じた交流の促進 

（１）しごとづくり・しごとを支える人づくり 
（２）新しい人の流れづくり 
（３）結婚・出産・子育て支援 
（４）暮らしやすく活力あるまちづくり 
（５）高齢者が元気で豊かに暮らせるまちづくり 
 

705事業 6,820億円 
（再掲事業を含む） 

［航空宇宙産業集積の推進］ 

平成30年度当初予算規模 １兆4,472億円 
（復興・創生分 6,178億円） 



 ・ 生活拠点コミュニティ形成事業（4.5億円） 

○被災地介護サービス提供体制再構築支援事業（5.4億円） 

○被災者の心のケア事業（5.6億円） 

 ・ ふるさとふくしま帰還・生活再建支援事業（7.2億円） 

 ・ 帰還住民が安心して暮らせる防犯環境整備事業（0.2億円） 

○避難市町村生活再建支援事業（57億円） 

 避難先における新たな生活拠点の形成への支援 

 県外避難者の方々に対する心のケアの充実 

 応急仮設住宅等から県内の自宅等への移行や一定
期間の住宅確保の支援 

 東京電力による家賃賠償が本年３月末までとされて
いる世帯への支援                  など 

※ ○は新規事業（一部新規を含む） 

 交通ネットワークの形成による地域特性をいかした産
業の集積と交流人口の拡大 

 帰還した住民が安心して日常生活を送ることができる
移動手段の確保 

 避難市町村鳥獣被害対策個別計画の円滑な実施へ
の支援 

 「ふたば医療センター」の開所、介護施設等の安定運
営への支援                       など 

○「福島イノベ構想」周辺環境整備交通網形成事業（1.3億円） 

○被災地域生活交通支援事業（1.5億円） 

○避難地域鳥獣被害対策事業（0.3億円） 

 ・ 福島県営農再開支援事業の一部（1.7億円） 

○ふたば医療センター附属病院運営経費（15.8億円）  

○被災地介護サービス提供体制再構築支援事業（5.4億円）  

     平成30年度予算の主な事業 



 福島イノベーション・コースト構想や地域再生を担う人
材の育成 

 先端技術体験等の理数教育、グローバル教育、キャリ
ア教育の実施 

 企業や大学、研究機関等と連携し、先進的かつ特色あ
る教育プログラムの実施                など 

○福島イノベーション・コースト構想推進事業（1.5億円） 
○未来を担う創造的人材育成事業（0.4億円） 
○ふくしまの企業情報発信事業（0.6億円） 
 ・ふくしま地域創生人材育成事業（ 1.0億円） 
○農林水産分野イノベーション・プロジェクト推進事業の一部（0.3億円） 
○福島イノベーション人材育成実践事業（3.7億円） 
○福島イノベーション人材育成調査・支援事業（0.4億円） 

※ ○は新規事業（一部新規を含む） 

 福島イノベーション・コースト構想の推進 

  （福島ロボットテストフィールドの整備、人材育成・交流促進等） 

 先端技術等の導入による新しい農業の推進に向けた
ロボット技術等の開発・実証 

 水産種苗研究と生産施設の整備 

 アーカイブ拠点施設の整備           など 

 ・ ロボットテストフィールド整備等事業（67.3億円） 
○福島イノベーション・コースト構想推進事業（3.0億円） 
 ・ 地域復興実用化開発等促進事業（69.7億円） 
 ・ 福島新エネ社会構想等推進技術開発事業（6.8億円） 
 ・ 福島県営農再開支援事業（58.3億円） 
 ・ 水産種苗研究・生産施設復旧事業（10.9億円） 
 ・ アーカイブ拠点施設整備事業（26.2億円） 
○アーカイブ拠点施設設置準備事業（0.7億円） 

     平成30年度予算の主な事業 



第 １ 部 計 画 の 基 本 的 事 項 ①浜通り地域等における自立的な経済復興の実現 

②福島県全域での先端産業の集積による全県的な経済復興の実現 

③世界に誇れる福島の復興・創生の実現 

福島県全域 計画の区域 

新たな産業の創出及び産業の国際競争力強化に寄与する取組 
   （１）再生可能エネルギー（福島新エネ社会構想） 

   （２）医薬品及び医療機器   （３）ロボット 

   （４）航空宇宙関連産業     （５）ＩＣＴ（情報通信）   （６）その他 

取組の迅速かつ確実な実施のための措置等 
  （１）技術革新の推進            （２）企業立地の促進 
 （３）知的財産を活用した技術・製品開発の推進 

  （４）高度産業人材育成のための施策  （５）起業の促進 

第 ３ 部 福 島 県 全 域 に お け る 新 た な 産 業 の 創 出 等 の 取 組 

第 ２ 部 福 島 イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ コ ー ス ト 構 想 

本構想実現のための基本的な方向性と取組の内容 
 

 方向性（１） 拠点の整備及び研究開発の推進 
  各拠点を着実に整備、研究開発の促進により、浜通り地域 
 等に復興のシーズ（種）を蒔く環境づくりを推し進める。 
 （主な取組） 
  ア 廃炉等 
     ・ＪＡＥＡと連携した、廃炉等分野への地元企業の参入支援 
      ・技術開発・実用化の推進、情報発信 
  イ ロボット 
      ・福島ロボットテストフィールドの整備、管理・運営、 
     ロボット開発・実証 
     ・World Robot Summit開催に伴う産業育成 
     ・技術開発・実用化の推進 
  ウ エネルギー 
     ・復興を牽引する再生可能エネルギーの導入促進 
     ・水素社会モデル、スマートコミュニティの構築 
     ・新たなエネルギー利活用の推進 
  エ 農林水産 
     ・先端技術等による新しい農業の推進 
     ・研究開発、技術開発・実用化の推進 
  オ 環境・リサイクル 
     ・産学官連携の支援、技術開発・実用化の推進 
  カ 情報発信拠点（アーカイブ拠点） 
     ・情報発信拠点（アーカイブ拠点）施設の整備、 
     関連資料の収集 

方向性（２） 産業集積の促進及び未来を担う教育・ 
        人材育成 
 地域特性を生かした産業の集積を進め、本構想や復興・ 
地域再生を担う人材育成に取り組む。 
（主な取組） 
  ア 企業立地・産業集積の促進 
    ・企業立地の促進、地域情報の発信 
    ・地元企業等と地域外企業との連携、事業化に 
    向けた支援 
 イ  農林水産業の成長産業化の推進 
    ・農林水産業の再開支援、民間企業等の参入促進 
    ・先端技術情報等の発信等による技術の普及・導入の促進 
 ウ  初等中等教育におけるイノベーション人材育成 
    ・理数教育・グローバル教育・キャリア教育等の 
    裾野の広い人材育成 
    ・トップリーダー、専門人材の育成 
 エ 大学等の教育研究活動の推進等 
    ・知の集積に向けた教育研究活動の促進等 
    ・大学等の地域連携の推進 
 オ 地域の研究機関等と連携した産業人材の育成・確保 
    ・若年層定着支援、中途人材の確保 
    ・雇用型訓練等の実施による実践的な人材の育成 

 平成29年５月改正の福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）に基づき、浜通り地域等で「福島イノベーション・コースト構想」を推進、福島県全域で新産業創出を重点的に取り組むため、
「福島復興再生基本方針（平成29年6月30日改定閣議決定）」に即して、「重点推進計画」を策定する。 

 
 
 

 福島国際研究産業都市区域 浜通り地域等15市町村 
（いわき市、相馬市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村） 
 

 目標 

法第８１条第３項に基づく特例事業 （１）法第８４条の適用事業（中小企業者の特許料等を軽減）   （２）法第８５条の適用事業（ロボット新技術開発者が国有施設を低廉利用） 

一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構 
・本計画に関連する取組を一貫して推進するため、一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構を 
  計画実施主体として位置づけ 
・本計画に基づく（１）から（５）の施策を総合的かつ計画的に推進するため、産業集積の促進、大学教育研究活動の   
  支援、交流人口拡大、総合的な情報発信等を、県と一体となって進めていく 

方向性（３） 生活環境の整備促進 
  住民の帰還促進に向けた取組とも連携し、浜通り地域等の産業集
積の形成及び活性化をさせる生活環境整備に取り組む。 
（主な取組） 
 ア インフラ整備等の促進 
    ・ふくしま復興再生道路の着実な整備、アクセス道路の強化 
    ・相馬港及び小名浜港の利便性の更なる向上 
  イ 生活環境の着実な整備 
    ・持続可能な交通網の形成 
    ・地域医療・福祉等の確保 
  ウ 復興拠点等と連携したコミュニティの形成等 
    ・新たな地域コミュニティの形成 
 

方向性（４） 来訪者の増大による地域への交流人口の拡大 
 新たな交流、ビジネス機会や雇用の増加にもつなげる、拠点を活用
したイベント等を実施、継続的に交流人口拡大に取り組む。 
（主な取組） 
 ア 拠点を活用した地域への来訪者の促進 
    ・各拠点の機能を生かし、地域の観光資源と一体となった情報発信 
  イ 地域と連携した新たな魅力創造等による来訪者の促進 
    ・地域資源を活用した新たな魅力創造等 
    ・企業研修・会議等の誘致促進 
 

方向性（５） 多様な主体相互間の連携の強化 
 市町村、企業などとの幅広い連携が不可欠であり、その環境づくり 
や協議等を進めていく仕組みを構築する。 
（主な取組） 
 ア 中核的な機能を担う推進機構による関係者間の交流促進等 
    ・本構想関係者間の情報共有、交流促進、情報発信等 
 イ 推進機構と福島相双復興官民合同チームとの連携強化 
    ・実用化の推進、ビジネス機会の創出、情報発信等 

     重点推進計画（案）～世界に誇れる福島の復興・創生の実現～の概要 

計画の期間 ～2020年度末まで 


